教育基本法改悪に反対する署名

2004年　月　日
文部科学大臣　　河村建夫様

　教育基本法は、1947年3月31日施行以来半世紀以上にわたって、日本国憲法とともに、日本の民主教育実現のため、子ども、教職員、保護者、地域住民、教育関係者とともに歩んできたものであり、その歴史的意義は計り知れないものがあります。

　教育基本法前文では、「われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この理想の実現は、根本において、教育の力に待つべきものである」と、侵略と敗戦の反省の上に、日本国憲法の理念実現には教育が最重要であることを宣言しています。

　各条文では、人格の完成、教育の機会均等、男女共学、９年間の義務教育、教育行政の責任など、民主教育の果たすべき道筋が示されています。

　この教育基本法の理念を否定し、変えようとする動きがあります。　このことは、憲法の改悪、特に９条の否定につながるものです。私たちは、教育基本法、憲法のどちらも変えることに反対です。

　「改正」を唱える人たちは、子どもたちの荒廃、青少年犯罪、家庭の崩壊などを一面的に捉え、教育基本法には「愛国心への言及がない」、「『公共』の精神より個人が尊重されすぎている」として、愛国心教育の導入や「公共」を盛り込もうとしています。

　また、競争を激化させ、すべての子どもの平等に学ぶ権利を否定しようとしています。

　子ども達に関わる様々な問題は、私たち大人社会の反映であり、教育基本法を変えることで解決できるものではありません。先ず、３０人学級の早期実現などの教育条件整備を行い、教育基本法を生かすための環境づくりこそが必要だと考えます。

　私たちは、教育基本法の改悪に反対します。下記事項に誠実に対応されることを要求します。

　要求事項

1． 基本法を改悪しないこと。
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取り扱い団体　千葉県高等学校教職員組合

千葉市中央区中央４丁目１３番１０号　千葉県教育会館

TELO43－227－1347　ＦＡＸ043－225－8089
